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概要 

 本稿では、相続慣行、遺産動機の強さと性質、遺産の分配方法、他人に対し

経済的援助をする意思があるか否かに関するデータや様々な計量分析の結果を

概観し、どの家計行動の理論モデルが日本およびアメリカにおいて成り立って

いるかについて吟味する。その結果、日本においてもアメリカにおいても利己

主義を前提としたライフ・サイクル・モデルが最も適用度が高いが、日本の場

合のほうがこのモデル（および王朝モデル）の適用度がはるかに高く、逆にア

メリカの場合のほうが利他主義モデルの適用度がはるかに高いということが分

かる｡ 
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１ はじめに 

 

 企業と政府と共に家計(個人)は重要な経済主体であるのにもかかわらず、ど

の家計行動の理論モデルが現実経済において成り立っているかについては合意

が未だに得られていない｡例えば、人々は利己的であり、自分のことしか考えな

いのであろうか。あるいは、人々は利他的であり、自分のことのみならず、子、

親、兄弟、親戚、友人、見知らぬ人のことまで考えるのであろうか｡あるいは、

人々は家または家業の存続のことを最も気にするのであろうか｡ 

 本稿では、３つの家計行動の理論モデルについて簡単に解説し、これらのモ

デルが遺産動機(遺産は生前贈与を含む、以下同様)、遺産の分配方法などに関

して異なったインプリケーションを持っていることを示す。次いで、日本(アメ

リカ)における相続慣行、遺産動機の強さと性質、遺産の分配方法、他人に対し

経済的援助をする意思があるか否かに関するデータや様々な計量分析の結果を

概観し、両国においてどの家計行動の理論モデルが成り立っているかを明らか

にする。 

 どの家計行動の理論モデルが現実経済において成り立っているかは重要な問

題であり、様々な政策的なインプリケーションを持っているだけではなく、資

産格差が代々引き継がれるか否かについても含蓄があり、経済学者のみならず、

政策担当者も興味を持つべき問題である。 

 本稿の構成は以下のとおりである。第２節では、３つの家計行動の理論モデ

ルについて解説し、第３節では、日本における相続慣行の歴史を概観し、第４

節では、本稿で用いるデータの出所について述べ、第５節から第７節では、遺

産動機および遺産の分配方法に関するデータを紹介し、第８節では、他人に対

し経済的援助をする意思があるか否かに関するデータを紹介し、第９節では、

様々な計量分析の結果を概観し、第 10 節では、結論を述べ、第 11 節では、政

策的インプリケーションについて述べる。 

 

２ 家計行動の理論モデル 

 

本節では、家計行動の３つの理論モデル（ライフ・サイクル・モデル、利他
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主義モデル、王朝モデル）について簡単に解説し、これらのモデルが遺産動機

および遺産の分配方法について異なったインプリケーションを持っていること

を示す（詳細については石川(1991)、Laitner (1997)、Masson and Pestieau 

(1997)、Horioka (2002) を参照のこと）。1 

 

2.1 ライフ・サイクル・モデル (life cycle model) 

Modigliani and Brumberg (1954) などが提唱したライフ・サイクル・モデル

は人々が利己的であり（自分の消費からのみ効用を得る）、子に対する愛情は抱

いていないと仮定している。したがって、ライフ・サイクル・モデルが成り立

っていれば、人々は子に遺産を全く残さないか、死亡時期の不確実性から生じ

る意図せざる遺産（つまり、予想以上に早く亡くなった時に残る遺産）のみを

残すか（Levhari and Mirman (1977)、Davies (1981)を参照のこと）、利己的な

遺産動機  （例えば、老後の面倒をみてもらった見返りとして遺産を残す

Bernheim, Shleifer, and Summers (1985)、Cox (1987)流の「戦略的遺産動機」

（｢交換動機｣）または老後の生活費に対する経済的援助の見返りとして遺産を

残す Kotlikoff and Spivak (1981)流の「家族内の暗黙的年金保険契約」）から

生じる遺産のみを残すはずである。また、遺産の分配方法についていえば、老

後の面倒をみてくれた子または老後の生活費に対する経済的援助をしてくれた

子にすべての財産を残すはずである。 

 

2.2 利他主義モデル (altruism model)2 

Barro (1974) および Becker (1974, 1981, 1991) が提唱した利他主義モデ

ルによれば、人々は自分の子に対し（世代間の）利他主義（愛情）を抱いてお

り、その世代間の利他主義から子に遺産を残す。したがって、利他主義モデル

が成り立っていれば、人々は何の見返りがなくても子に遺産を残すはずであり、

特に所得獲得能力の少ない子、病弱な子により多く残すはずである。 

 

2.3 王朝モデル (dynasty model) 

Chu (1991)の王朝モデルによれば、人々は家または家業の存続を望んでおり、

その目的を達成するために子に遺産を残す。したがって、王朝モデルが成り立
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っていれば、人々は家または家業を継いでくれる子がいる場合にのみ遺産を残

すはずであり、家または家業を継いでくれた子にすべての財産を残すはずであ

る。 

 

2.4 結論 

この簡単な解説によって明らかになったとおり、各々の家計行動の理論モデ

ルは、遺産動機および遺産の分配方法について異なったインプリケーションを

持っており、人々の遺産動機および遺産の分配方法についてみることによって、

どの家計行動の理論モデルが現実経済において成り立っているかが分かる。第

３節では日本における相続慣行の歴史について概観し、第５節から第７節では、

日本(アメリカ)における遺産動機、遺産の分配方法に関するデータを紹介し、

日本(アメリカ)においてどの家計行動の理論モデルが成り立っているかについ

て吟味する。 

 

３ 相続慣行の歴史 

 

 本節では、日本における相続慣行の歴史を辿り、過去から現在に至るまでの

相続慣行がどの家計行動の理論モデルと整合的なのかについて吟味してみたい

(詳細については青山他(1974)および大竹(1996)を参照のこと)。 

 江戸時代から昭和初期までは長男相続が最も一般的だったが、1898 年の明治

民法で長男相続が法的に制定されるまでは階級、時代、地域などによってかな

りの格差があった。例えば、西南日本では末子相続および隠居分家が一般的で

あり、東北地方では姉家督相続（初生児相続）が一般的であった｡また、1947

年の民法改正に伴い、原則が長男相続から均分相続に変わったが、遺言相続も

認められており、遺言を残せば好きなように財産を配分することができる（た

だし、｢遺留分｣という概念があり、特定の子を完全に排除することはできない）。 
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3.1 戦前の相続慣行 

 

(1) 長男相続 

 長男相続の場合は、長男が親の世話をし、親と同居し、財産・家督を相続す

る。長男が親の世話をし、親と同居する見返りとして財産を相続すると考えれ

ば、長男相続はライフ・サイクル・モデルと整合的であり、長男が家督を相続

する見返りとして財産を相続すると考えれば、王朝モデルとも整合的である｡

しかし、長男相続は利他主義モデルとは整合的ではない｡ 

 

(2) 末子相続 

 末子相続の場合は、末子（男）が親の世話をし、親と同居し、家督を相続し、

末子(男)が２倍多く貰う以外は財産は均等に配分される。末子(男)が親と同居

し、親の世話をする見返りとして財産を２倍多く貰うと考えれば、末子相続は

ライフ・サイクル・モデルと整合的であり、末子(男)が家督を相続する見返り

として財産を２倍多く貰うと考えれば、王朝モデルとも整合的であり、末子(男)

が２倍多く貰う以外は財産が均等に配分されることを考えれば、末子相続は利

他主義モデルともある程度整合的である｡ 

 

(3) 隠居分家 

  隠居分家の場合は、長男が結婚したら、親が本家を長男に明け渡し、親と長

男以外の子が別の家に移り住み、次男が結婚したら、その家を次男に明け渡し、

親と次男以外の子が別の家に移り住み、親と最後まで同居するのは末子(男)で

ある。親の世話をし、親と同居するのは子全員であり、財産は均等に配分され

るか、または長男に多く残され、家督は長男が相続する。子全員が親の世話を

し、親と同居する見返りとして、財産の一部を貰うと考えれば、隠居分家はラ

イフ・サイクル・モデルとある程度整合的であるが、末子(男)が最後まで親の

世話をし、親と同居するのにもかかわらず、財産を多く貰わないことを考えれ

ば、ライフ・サイクル・モデルとは完全に整合的ではない。財産が子全員に均

等に配分されるか、長男が多めに貰う以外は均等に配分されることを考えれば、

隠居分家は利他主義モデルと整合的であり、長男が家督を相続する見返りとし
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て、財産を多めに相続すると考えれば、王朝モデルとも整合的である。 

 

(4) 姉家督相続（初生児相続） 

 姉家督相続（初生児相続）の場合は、長子の性別にかかわらず、長子が親の

世話をし、親と同居し、財産・家督を相続する。長子が女性であれば、長男の

姉が財産・家督を相続することから、｢姉家督相続｣という。長子が親の世話を

し、親と同居する見返りとして財産を相続すると考えれば、姉家督相続はライ

フ・サイクル・モデルと整合的であり、長子が家督を相続する見返りとして、

財産を相続すると考えれば、王朝モデルとも整合的である。しかし、姉家督相

続は利他主義モデルとは整合的ではない｡ 

 

3.2 戦後の相続慣行 

 

(5) 均分相続 

均分相続の場合は、財産が均等に配分され、利他主義モデルと最も整合的で

ある｡3 王朝モデルと整合的ではないし、(子全員が同じくらい親の世話をしな

い限り)ライフ・サイクル・モデルとも整合的ではない。 

 

(6) 遺言相続 

 遺言相続の場合は、財産が遺言に従って配分され、遺言において示されてい

る分配方法いかんによってはライフ・サイクル・モデルとも利他主義モデルと

も王朝モデルとも整合的である可能性がある｡ 

 

3.3 結論 

日本で見られたほとんどの相続慣行は複数の家計行動の理論モデルと整合的

であり、どのモデルが成り立っていたかは識別できない。あえて言えば、戦前

の相続慣行は王朝モデル（またはライフ・サイクル・モデル）と最も整合的で

あり、戦後の相続慣行は遺言を残さなければ利他主義モデルと整合的であるが、

遺言を残せばどのモデルとも整合的になり得る｡4 したがって、財産が実際にど

のように配分されているかについて見ない限り、人々の行動がどのモデルと整
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合的であるかは判断できない。幸い、遺産動機、遺産の分配方法に関するアン

ケート調査からのデータがあり、次節以降ではそのデータを紹介する。 

 

４ データの出所 

 

本節では、本稿で用いた２つの調査について述べる。 

 

4.1 ｢貯蓄に関する日米比較調査｣ 

「貯蓄に関する日米比較調査」（以下、「日米調査」と略す）は 1996 年に総務

省（旧郵政省）郵政研究所によってほぼ同時に日本とアメリカで実施され、両

国で全く同じ調査票が用いられた。両国とも、調査地域は全国、調査対象は世

帯主が 20 歳以上の世帯（単身世帯を含む）であり、標本世帯数は約 2,000 世帯、

回収世帯数は約 1,200 世帯であった。5 

 

4.2 ｢家計における金融資産選択に関する調査｣ 

「家計における金融資産選択に関する調査」は、1988 年以来、2 年に 1 回、

総務省（旧郵政省）郵政研究所によって実施されている。調査地域は全国、調

査対象は世帯主が 20 歳以上の世帯（単身世帯を含む）であり、標本世帯数は約

5,000 から 6,000 世帯、回収世帯数は約 3,000 から 4,000 世帯であった。 

 

いずれの調査の場合も遺産の有無、遺産額、遺産動機、遺産の分配方法など

に関する調査項目が含まれており、遺産の分析には非常に適している。 

 

５ 遺産動機の強さに関するデータ 

 

本節では、遺産動機の強さに関するデータを紹介する。6 

日米調査によると、アメリカ人の 45.9%が遺産を残すための努力をするつも

りであるのに対し、この割合は日本では 25.7％に過ぎない｡したがって、アメ

リカ人のほうが遺産動機がはるかに強いようである。ただし、遺産を残す人の

平均遺産額は日本の場合のほうが大きいようである（ホリオカ他(1998)および
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Horioka et al. (2000)を参照のこと）。 

 

６ 遺産動機の性質に関するデータ 

  

本節では、遺産動機の性質に関するデータを紹介する｡7 

日米調査では回答者の遺産に対する考え方について聞いており、４つの考え

方から１つだけ選ぶことになっている。結果は表 1 に示されているとおりであ

る。 

 

 

考え方（１）、（２）および（３）はライフ・サイクル・モデルと整合的であ

るが、これらの考え方を持っている回答者の割合は両国とも高く、３つ合わせ

ると日本では 80.7%、アメリカでは 57.5%にも上る。また、ライフ・サイクル・

モデルと整合的な３つの考え方を持っている回答者の割合は日本の場合のほう

が高いため、ライフ・サイクル・モデルと整合的な考え方を持っている回答者

の全体の割合も日本の場合のほうがはるかに高い（80.7% 対 57.5%）。一方、考

え方（４）は利他主義モデルと整合的であるが、この考え方を持っている回答

者の割合はアメリカの場合のほうがはるかに高く、日本の２倍以上にも上る

（42.5% 対 19.3%）。 

したがって、両国ともライフ・サイクル・モデルが支配的であるが、ライフ・

遺産動機 日本 アメ リ カ
ラ イ フ ・ サイ ク ル・ モデルと 整合的な考え方
( 1) 子供が老後の面倒を 見てく れる なら ば、 遺産を 残すため
の努力をし たい 6. 4 3. 4
( 2) 子供に遺産を 残すための努力は特にし ないが、 結果的に
財産が余れば遺産と し て残す 69. 3 51. 1
( 3)  子供には遺産を残さ ない 5. 0 2. 9
小計 80. 7 57. 5
利他主義モデルと 整合的な考え方
( 4) 子供が老後の面倒を みてく れる か否かにかかわら ず、 遺
産を残すための努力をし たい 19. 3 42. 5
小計 19. 3 42. 5
合計 100. 0 100. 0

表1： 遺産動機の日米比較

データ の出所： 総務省郵政研究所、 ｢貯蓄に関する 日米比較調査｣( 1996年）

備考： それぞれの考え方を持っている 回答者の割合を示す。 単位は％。 無回答者は
分母から 除いてある 。
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サイクル・モデルの適用度は日本の場合のほうがはるかに高く、逆に利他主義

モデルの適用度はアメリカの場合のほうがはるかに高いようである。つまり、

日本人のほうがはるかに利己的であり、アメリカ人のほうがはるかに利他的の

ようである。 

 

７ 遺産の分配方法に関するデータ 

 

 本節では、遺産の分配方法に関するデータを紹介する。8 

日米調査では、遺産の分配方法に対する考え方について聞いており、７つの

考え方から１つだけ選ぶことになっている。結果は表 2 に示されているとおり

である。 

 

 

考え方（１）と（２）はライフ・サイクル・モデルと整合的であるが、これ

らの考え方を持っている回答者の割合は日本の場合のほうが高いため、ライ

フ・サイクル・モデルと整合的な考え方を持っている回答者の全体の割合も日

本の場合のほうがはるかに高く、アメリカの５倍以上にも上る（34.2% 対 6.0%）。 

遺産の分配方法 日本 アメ リ カ
ラ イ フ ・ サイ ク ル・ モデルと 整合的な考え方
( 1)  子供には遺産を残さ ない 5. 0 2. 9
( 2)  面倒をみてく れた子供に多く 、 も し く は全部残す 29. 2 3. 1
小計 34. 2 6. 0
利他主義モデルと 整合的な考え方
( 3)  均等に分ける 44. 2 84. 1
( 4)  所得の低い子供に多く 、 も し く は全部残す 1. 8 0. 4
小計 45. 9 84. 5
王朝モデルと 整合的な考え方
( 5)  事業を継いでく れた子供に多く 、 も し く は全部残す 5. 7 0. 4
( 6)  自分の面倒を みてく れなかっ たと し ても 、 長男・ 長女
に多く 、 も し く は全部残す 7. 7 2. 2
小計 13. 4 2. 6
その他
( 7)  その他 6. 4 6. 9
小計 6. 4 6. 9
合計 100. 0 100. 0

表２ ： 遺産の分配方法の日米比較

備考： それぞれの考え方を持っている 回答者の割合を示す。 単位は％。 無回答者
は分母から 除いてある 。

データ の出所： 総務省郵政研究所、 ｢貯蓄に関する 日米比較調査｣( 1996年）
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考え方（３）と（４）は利他主義モデルと整合的であるが、考え方（３）を

持っている回答者の割合も利他主義モデルと整合的な考え方を持っている回答

者の全体の割合もアメリカの場合のほうがはるかに高く、日本の２倍近くにも

上る（84.1% 対 44.2%、84.5% 対 45.9%）。9 10 11  

最後に、考え方（５）と（６）は王朝モデルと整合的であるが、これらの考

え方を持っている回答者の割合は日本の場合のほうが高いため、王朝モデルと

整合的な考え方を持っている回答者の全体の割合も日本の場合のほうがはるか

に高く、アメリカの５倍以上にも上る（13.4% 対 2.6%）。12 

したがって、遺産の分配方法に関するデータから判断する限り、日本人の場

合のほうがライフ・サイクル・モデルと王朝モデルと整合的な考え方を持って

いる回答者の割合がはるかに高く、アメリカ人の場合のほうが利他主義モデル

と整合的な考え方を持っている回答者の割合がはるかに高い。つまり、遺産の

分配方法に関する結果は、遺産動機に関する結果と同様、日本人のほうがはる

かに利己的であり、アメリカ人のほうがはるかに利他的であるということを示

唆する｡ 

 

８ 他人に対し経済的援助をする意思があるか否かに関するデータ 

本節では、他人に対し経済的援助をする意思があるか否かに関するデータを

紹介する｡｢家計における金融資産選択に関する調査｣の 1998 年調査および 2001

調査では、｢もし次の表にあげた方々が一時的にお金に困っていたら、あなたは

経済的援助をしますか。（援助額が返してもらえないと考えてください。）｣と聞

いている。結果は表３に示されているとおりである。 
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この表から分かるように、回答者の 8 割か 9 割が子、親、配偶者の親に経済

的援助をする意思があり、6 割が兄弟に経済的援助をする意思がある。したが

って、日本人が家族に対しては非常に利他的であるかのように見え、この結果

は遺産動機と遺産の分配方法に関する結果と矛盾するかのように見える。一方、

家族以外の人に関する結果について見ると、経済的援助をする意思のある回答

者の割合は家族の場合よりもはるかに低く、友人の場合は 19.4%、知人の場合

は 11.2%、見知らぬ人の場合は 1.6%に過ぎない｡唯一の例外は被災者の場合であ

り、回答者の 49.3%が被災者に経済的援助をする意思がある。被災者に経済的

援助をする意思のある回答者の割合が際立って高いといった事実は、日本人の

他人を助けたいといった気持ちは利他主義ではなく、リスク・シェアリングか

ら来るものであるということを示唆する(Cochrane (1991), Mace (1991)および 

Townsend (1994)を参照のこと)。つまり、相手が困っている時に相手を助ける

見返りとして自分が困っている時には相手に助けて貰えることを期待している

と考えられる。13 しかも、家族内だと情報の非対称性の問題などが他人同士の

場合ほど深刻ではないため、家族内のほうがリスク・シェアリングがはるかに

しやすいと考えられ、家族を助けたいといった気持ちも利他主義ではなく、リ

スク・シェアリングから来ていると考えられる。また、リスク・シェアリング

は利己的な行動であり、ここでの解釈が正しければ、他人に対し経済的援助を

する意思があるか否かに関する結果は遺産動機および遺産の分配方法に関する

結果と整合的である｡ 

 

1998年 2001年
自分の親 86. 4 88. 6
配偶者の親 84. 4 84. 8
子供 91. 6 91. 9
兄弟 60. 3 61. 6
友人 -- 19. 4
知人 11. 2 --
被災者 -- 49. 3
見知ら ぬ人 1. 6 --
備考： 経済的援助をする と 答えた回答者の割合を示す。 ただし 、 分母
と し て、 該当者のいる 回答者の数を用いた｡単位は％。
データ の出所： 総務省郵政研究所、 ｢家計における 金融資産選択に関す
る 調査｣( 1998年、 2001年) 。

表3： 他人に対し 経済的援助をする 意思がある か否かに関する データ
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９ 計量分析 

 

今まではアンケート調査からの結果に基づいてどの家計行動の理論モデルが

日本において成り立っているかについて吟味したが、この節ではより厳密な計

量分析の結果について紹介する(これ以外の関連文献については、 Horioka 

(1993)、Hayashi (1986 および 1997, 第 10 章)を参照のこと) 。 

 

9.1 親の遺産動機・資産の子の行動に与える影響に関する分析 

親が利己的であれば、子が世話をしてくれたり、経済的援助をしてくれない

限り、子に遺産を残さないはずであり、同様に子が利己的であれば、親から遺

産を貰えない限り、親の世話をしたり、親に経済的援助をしないはずである。

逆に、親が利他的であれば、子から何の見返りがなくとも子に遺産を残すはず

であり、同様に子が利他的であれば、親から何の見返りがなくとも親の世話を

したり、親に経済的援助をするはずである。したがって、親が遺産を残すか否

かと子が親の世話をするか否か・親に経済的援助をするか否かとの間に相関が

あるか否かについて見ることによって、親子が利己的であるか、利他的である

かが分かる｡野口他(1989)、ホリオカ他 (1998, 2002)、Horioka et al. (2000, 

2002)および Yamada(2002)によると、遺産を残す予定の親のほうが子と同居し、

子に世話・介護・経済的援助をして貰う確率が高い。14 また、駒村(1994)、

大竹・ホリオカ (1994)、Ohtake and Horioka (近刊)によると、親の財産(親の

遺産額の代理変数と解釈することができる)が多ければ多いほど、子と同居する

確率、子に経済的援助をして貰う確率が高くなる｡以上の分析結果は親も子も利

己的であるということを示唆する。 

 

9.2 公的年金の消費・貯蓄に与える影響に関する分析 

人々が利己的であれば、次世代からの移転を伴う公的年金は消費を増大させ

るはずであるが、人々が利他的であれば、次世代からの移転を相殺するために

その分だけ遺産を増やそうとし、消費は一切変化しないはずである。高山・舟

岡・大竹他 (1990) は年金給付のうちの次世代からの移転の消費に与える影響

について検証しているが、はっきりした結果は得られない。 
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9.3 拡大家族内の所得の内訳と消費パターンとの関係に関する分析 

 人々が利己的であれば、拡大家族内の所得の内訳がその家族内の消費パター

ンに影響するはずであるが、人々が利他的であれば、所得が完全にプールされ

るため、拡大家族内の所得の内訳がその家族内の消費パターンに一切影響しな

いはずである。Hayashi (1995) は両者の間の関係について検証し、親の所得の

シェアが高くなればなるほど消費パターンが親の選好をより鋭く反映するとい

った結果を得たため、日本人は利他的ではないと結論付けている。 

 

9.4 生涯所得の世代間格差に関する分析 

人々が利他的であれば、各コーホートの生涯所得が平準化されるはずである

が、Saito (2001) は、年齢階級別のデータを用いて消費関数を推定し、日本に

おいても、アメリカとイギリスにおいても、コーホート間で生涯所得が平準化

されていないといった結果を得たため、日本人もアメリカ人とイギリス人も利

他的ではないと結論付けている。 

 

9.5 租税政策の消費に与える影響に関する分析 

Watanabe, Watanabe, and Watanabe (2001) は税制改革の消費に与える影響

について検証し、利他的(リカード型の)消費者の割合がゼロであるといった帰

無仮説を棄却できないといった結果を得ている。 

 

9.6 実験経済学からの証拠 

 Cason, Saijo and Yamato (1997)は日本とアメリカで任意の公共財の提供に

関する実験を行い、日本人のほうが恨みを抱く傾向が強いといった結果を得て

いる。もし利己主義と恨みを抱く傾向との間に相関があるとしたら、この結果

は他の結果と整合的である。 

 

9.7 結論 

６種類の計量分析のうち、少なくとも４種類は、日本では利他主義モデルが

成り立っておらず、ライフ・サイクル・モデルが成り立っているということを
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示唆し、互いに整合的であると同時にアンケート調査の結果とも整合的である。 

 

10 結語 

 

本稿では、３つの家計行動の理論モデルのうち、どのモデルが日本(アメリカ)

において成り立っているかに関する様々な証拠を吟味し、以下の結論に至った｡ 

 

（１）日本においてもアメリカにおいてもどの家計行動の理論モデルも支配的

ではなく、３つのモデルが混在しているようである。 

（２）日本においてもアメリカにおいても利己主義を前提としたライフ・サイ

クル・モデルの適用度が最も高いが、日本において特に高い。 

（３）王朝モデルの適用度も日本の場合のほうが高いが、日本においてもそれ

ほどは高くない。 

（４）逆に、利他主義モデルの適用度はアメリカの場合の方がはるかに高い。 

 

つまり、論文の題名にある質問に対する回答は、｢どちらかと言えば日本人は

利己的である｣ということである。 

 

11 政策的インプリケーション 

 

 どの家計行動の理論モデルが成り立っているかは多くの政策的インプリケー

ションを持つが、紙面の制約のため、ここでは 2 つのインプリケーションにつ

いてのみ言及する（詳細については、Barro (1974)、 Weil (1989)および Masson 

and Pestieau (1997)を参照のこと）。 

 

11.1 財政政策の有効性 

 人々が利己的であれば、長期国債の発行によって賄われた減税は人々の生涯

所得を増加させるため、人々の消費を高め、景気刺激策として有効である｡一方、

人々が利他的であれば、長期国債の発行によって賄われた減税は有効ではない。

なぜならば、人々は減税の原資となった長期国債はいずれは償還され、償還さ
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れる時には増税が必要になることを見越し、将来世代が負わなければならない

増税の負担を相殺するためにより多くの遺産を残そうとし、結局は減税による

可処分所得の増加分を全て貯蓄に回すからである。日本人は利己的であるとい

うことは、長期国債の発行によって賄われた減税は景気刺激策として有効であ

るということを意味する｡ 

 

11.2 資産格差への影響  

   遺産が多ければ、遺産によって資産格差が代々引き継がれ、拡大していく恐

れがある。しかし、日本では遺産を積極的に残したいと考えている人の割合は

アメリカの場合よりもはるかに低く、しかも残される遺産は主に老後における

世話・経済的援助に対する見返りであり、親から子への純移転(親から子への遺

産から老後の世話・経済的援助などのような子から親への移転を差し引いた後

に残るもの)は必ずしも多くはない(図１を参照のこと)。例えば、交換動機の場

合は、子が行う親の世話・介護の市場価値は親が残す遺産にほぼ匹敵するはず

であり、家族内の暗黙的年金保険契約の場合は、契約が保険数理学的にフェア

であれば、子からの年金給付(経済的援助)の期待総額は保険料(遺産)にほぼ匹

敵するはずであり、いずれの場合も親から子への純移転の期待値はほぼゼロに

なるはずである。したがって、資産格差が代々引き継がれる心配はないはずで

ある。15 

 

図１：日本における世代間移転の構造  
 

老後の世話・介護・経済的援助  
      

□子               □親  

 
 

遺産  
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11.3 結論 

 つまり、人々が利己的であることによって減税政策が景気刺激策として有効

となり、資産格差が代々引き継がれる恐れが軽減される。したがって、利己的

な行動は本人のためであるだけではなく、社会全体のためでもあり、アダム・

スミスの｢見えざる手｣の議論は結局は正しかったことになる｡ 
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脚注 

 

*本稿は、2001 年 10 月 7 日～8 日に一橋大学で行われた日本経済学会の秋季大

会 に お け る 中 原 賞 受 賞 講 演 を も と に し た も の で あ る 。 講 演 論 文 の 英 語 版

Horioka (2002) は Japanese Economic Review に掲載済みである。本稿の作成

に際し、伊藤隆敏、八田達夫、Donald Katzner、松山公紀、Colin McKenzie、

西川雅史、小野義康、Keunkwan Ryu、西條辰義、下野恵子、山下耕治各先生、

Dariusz Stanko さん、総務省郵政研究所第二経済経営研究部の浅野文昭前部長、

金子優子部長、西牧重次朗元主任研究官、渡部和孝前主任研究官、一木美穂主

任研究官、加藤美和さん、2001 年 9 月 14 日～15 日に東京で開催された Japan 

Project の会議（National Bureau of Economic Research 等の共催）の参加者、

学会の参加者、特に大竹文雄先生、松本富美子さん、若林緑さん、山田憲さん、

匿名のレフェリーより有益な助言をいただいた。なお、本研究は、文部科学省

科学研究費助成金（特定領域研究(B)(2)、課題番号 12124207)を受けている。

ここで記して感謝の意を表したい。 

                                         
1 家計が遺産を残すこと自体（遺産額そのもの）から効用を得ると仮定するモ

デルもある（Yaari (1964, 1965) および Andreoni (1989) を参照のこと）。 

2 このモデルは王朝モデル（dynasty model）と呼ばれることが多いが、本稿で

は王朝モデルは別の意味で使う（第2.3節を参照のこと）。 

3 利他主義モデルが成り立っていれば、遺産は補償的（compensatory）である

はずであり、親は所得獲得能力の少ない子により多く残すはずである。したが

って、厳密にいうと、均分相続は利他主義モデルとは整合的ではない（Bernheim 

and Severninov (1999)を参照のこと）。  

4 人々の遺産行動は自分が住んでいる国（地域）および時代における法体系、

社会的規範などによって規定され、自由には決められないが、そのような法体

系、社会的規範などを作るのはその国(地域)および時代に住む人々であり、彼

らの本質を反映していると考えられる。Colin McKenzie 先生および山田憲さん

よりこのご指摘をいただいた。 
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5 この調査からのデータのより詳細な紹介については、ホリオカ他 (1998) お

よび Horioka et al. (2000)を参照のこと。 

6 他の調査からの類似したデータについては、Horioka (2002) を参照のこと。 

7 他の調査からの類似したデータについては、Horioka (2002) を参照のこと。 

8 他の調査からの類似したデータについては、Horioka (2002) を参照のこと。 

9 厳密に言えば、考え方（３）はどの家計行動の理論モデルとも整合的ではな

い（脚注３を参照のこと）｡ 

10 日本において考え方（３）を持っている回答者の割合がアメリカの場合より

も低い理由の一つとして、日本では家計資産に占める土地・住宅などのような

分割しにくい資産の割合が高いといったことが考えられる。西川雅史先生より

このご指摘を頂いた。 

11 Wilhelm (1996) はアメリカ人の88%が遺産を均等またはほぼ均等に配分する

といった結果を得ているが、彼の結果と日米調査のアメリカに関する結果は驚

くほど整合的である。 

12 長男・長女が家督を相続するのが一般的だったため、考え方(６)は王朝モデ

ルと整合的である。 

13 ただし、この解釈を説得力のあるものにするためには、なぜ人々がただ乗り

（free ride）しないのかを説明しなければならない。松山公紀先生よりこのご

指摘を頂いた。 

14 両方向の利他主義によってもこれらの結果を説明することができる。 

15 利他主義モデルの場合は、遺産は補償的（compensatory）であり、親は自分

の生涯所得に対し、子の(遺産を除く)生涯所得のほうが低ければ、より多くの

遺産を残し、しかも所得獲得能力の少ない子により多く残すはずであるため、

遺産によって家族内の世代間・世代内の資産格差が縮小するはずである。しか

し、Ishikawa (1975)、石川(1991) が示しているとおり、遺産が奢侈財であり

（つまり、生涯所得が高くなるに従い、遺産が比例的以上の率で上昇すれば）、

遺産によって社会全体の資産格差が拡大するはずである（Becker and Tomes 

(1979)も参照のこと）。また、王朝モデルの場合は、親が1人の子に遺産を全額

残すため、遺産によって家族内の世代内資産格差も社会全体の資産格差も短期
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的には拡大する。ただし、Chu (1991) が示しているとおり、親が遺産を全額特

定の子に残すことによってその子の上昇移動の確率が高くなり、定常状態にお

いては社会全体の資産格差が縮小する可能性がある。 


